



































































































































































































































災対法 8 条 2 項 15 号にすでに存在する用語である。属性に着目するか、具体的な人を列挙するか。


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































	 全壊世帯に対して	 100万円	 ＋	 10万円	 ×（世帯人数−1）





































































































































収入が 3 分の 2 以下に減少した世帯で、世帯人数に応じて一定の収入以下になった世帯。

































































業や鳥取県防災条例 25 条の 2（被災者の生活復興支援体制の構築）において実施されているが、総合
支援法においても規定することにした。



































































































き「避難行動要支援者名簿」の作成を、市町村長に義務づけている（災対法 49 条の 10 第 1 項）。
名簿の作成にあたっては、行政組織内部・組織間における情報共有（同条第 3 項・4 項）、避難支援








































































































（避難行動要支援者の名簿＝災対法 49 条の 10〜13・被災者台帳＝災対法 90 条の 3〜4）が、それに対






































災対法 86 条の 15 に安否情報の提供等という規定があるが、それと同等の規定を置いた。
回答が認められる範囲であるが、災対法施行規則 8 条の 3 第 3 号に規定がある。





















































































































































































本研究は、JSPS 科研費 17K12627、17H04507、17K01338、16H05666 ならびに 2018 年度	関西大学
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